
知的障害者における

森林体験活動の向上に関する基礎的研究

2 0 1 3. 9 

岩手大学大学院

連合農学研究科

生物環境科学専攻

(岩手大学)

佐藤孝弘



目次

序 章 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‘・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

1.研究の背景

2. 研究の対象と目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

3.研究の方法 ...................................................... 3 

第1章 知的障害者における余暇活動の社会的背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

1. 知的障害者福祉制度の変濯 ・・‘・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

2.知的障害者の余暇活動の現状 ...................................... 9 

3. 森林を活用した余暇活動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

4. IJ、括

第2章 知的障害者の余暇活動に関する既往研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16

1. 関連学問分野における既往研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...16 

1 ) 既往研究の収集 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

2)社会構祉・教育・リハビリテーションの分野 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16

3)森林科学・造園学・関芸学の分野 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.19 

2. 小括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....................20 

1 ) 既往研究の総覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

2) 既設研究と本研究との関連 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

第3章 知的障害者の余暇活動・森林活動へのニーズ ・・・・・・・・・・・・・・・・......26 

1. 障害者施設が求める森林活動のニーズ .............. ..・・・・・・・・・・・・・・・・ 26

2.小括..........................................................37 

第4章 知的障害者の利用を踏まえた森林総合利用施設の空関評価 ・・・・・・・‘・・ 40

1. ROSモヂノレによる要配慮区域の抽出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40 

2. 多変量解析による散策路の分類・評儲 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 51

3.小括..........................................................63 

第5章 旗設職員から見た知的障害者に望ましい森林体験活動 ・・・・・・・・・・・・・・ 67

1.多変盤解析による森林体験活動への評錨基準の抽出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67

2.形態素解析による知的障害者への記慮事項の抽出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 81

3. 小 括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 85 



第6章 森林体験活動時における知的障害者のコミュニケ…ションの特徴 ・・・・ 88

1.奈林体験活動時におけるコミュニケーションの特徴 .................. 88 

2.健常者と知的障害者の活動詑較による配慮事項の検討 ................ 94 

3. 小 括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・102

第7輩森林体験活動プログラムおよび作成教材の検討 ........'........... .104 

1. 作成プログラムの事例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・104

1)プログラム作成の経過と構成 .................................... 104 

2)散策を主体とした活動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・104

3)創作活動・山村生活の体験を主体とした活動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・105

4)ゲーム・スポーツの要素を取り入れた活動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・106

2. 小 括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・107

終 章 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・109

1.知的障害者の森林体験活動の向上を関るための留意点 ・・・・・・・・・・・・・・・・109

2. 今後の課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...'112 

謝 辞 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・114



F事章

本章では、第1節において、研究テーマで、ある「知的鰭害者の森林体験活動Jの背景

として、近年の森林での余暇活動や知的障審者の現状について述べ、第2節で、研究の

目的と対象、第3節で研究の構成を述べる。

1.研究の背景

内関府によると、我毘の知的障害者の総数は54.7万人(在宅者:41. 7万人 施設入

所者:12.8万人)であり(内閣府，2012)2)、人口千人当たりの人数で見ると約 4人が知

的障害を持つ人たちと見ることができ、また、近年において註知的障害者数の増加・重

度化も指摘されている。

知的障害者は一般に「知的機能の障害が発達期(概ね 18歳まで〉にあらわれ、日常

生活に支障が生じているため、何らかの特別の援助を必要とする状態にある者J(厚生

省， 1995) 1)とされ、知的機能と適応機能の障害が発達期に生じ、このために適切な社会

生活を営むことに問題が生じる状況をいう。ここでいう適応機能とは、各人が属してい

る文化関で、各年齢に期待される個人的自立と社会的責任に応じた行動を示すことで、

その領域は意思伝達、自己管理、社会的・対人技能等、多岐に渡る。知的障害者が社会

生活において抱える課題は、適応機能の不全を原因とする生活場面への不適応症状であ

る。このため、社会的自立に求められる事柄が全人的領域に渡り、各人の障害状況に応

じた支援が継続的に求められる。身体障害・精神障害と知的障害との相違は、前二者が

人生において期間の長短はあれども健常者としての生活経験を有し、これを基準とした

自立生活の復元が可能であるのに対し、後者泣先天的な適応階密であることから、席回

の人たちからの支援を通じ、生涯を通じて自分自身の生活の幅を広げながら自立を獲得

していくことが求められることにある。

2001年に問。総会で採択された ICF7(国際生活機能分類)においては、障害の問題は

本人に帰結させるものではなく、社会環境を変化させて支援を進める視点から捉えるべ

きとされている。この考え方は、時害者本人に各自の障害の克販を求めるのではなく、

社会の福祉的環境を整え、支援することで捧害者本人の社会生活の可能性や範関を広げ

ようとする障害者観である。

我が簡は森林に恵まれ、木材産業が活発であるほか、国土保全や水源語養等の公益的

機能への国民の意識も高まりを見せている。また、保健体養の場としての森林への要請

も大きく、国民の健やかな生活を担保する地域資源としての森林の役割は重要である。

これを基本に、地域生活を送る知的障害者の余暇資諒として森林を評価し、望ましい形

での地域生活への貢献のあり方について考察を進めることは、地域資源を活用した知的

障害者の社会生活への参加・促進に寄与する可語性が高く、研究に値するものと考えら

れる。また、知的障害者の森林体験活動を進めるにあたっては、場としての森林だけで
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はなく、森林にある様々な素材(動植物や事象、森林に由来する文化等)を伝える指導

者やソフト(アクティピティ・プログラム・教材等)のあり方も非常に重要であるが、

これらに関わる事例・情報も著しく不足している。

2.研究の対象と目的

知的障害者に関わる施策は、それまで保護・隔離的性格で、あった姿勢を見直し、藍療・

教育・福祉・労働等の関係機関による連携を通じ、地譲生活や社会参加を促すことを目

指すものに転換している。一方、森林や自然空間は，地形・自然条件が厳しく、施設整

備においても自然改変を最小限に止めなければならない等の理由から，知的障害者が森

林を体験し、楽しbための方策づくりが取り上げられる機会はなかった。

しかし，近年においては， r今後の森林の新たな利用の方向-21世紀型森林文化と
新たな社会の創造-J(林野庁， 1999) 3)や「森林総合利用施設におけるユニバーサルデ

ザインガイドラインJ(林野庁， 2000戸など，森林林業行政においても，知的障害者を

含む全ての人々の森林体験活動を促進する動きが現れており，そのあり方について検討

を進めることが求められている。しかしながら、福祉行政との連携の事例が稀少である

点から、知的障害者を対象とした森林体験活動の実践は端諸についたばかりであり、

彼・彼女らへの理解と配震、事項に係る知見蓄積が急がれる状況にある。これらの点を踏

まえ、本研究では、文献調査・社会調査・フィーノレドとなる森林での現地調査・知的障

害者への森林体験の実践調査とその分析から、知的障害者の森林体験活動の社会的定着

と地域資糠としての森林の活用策について提言を行うことを目的とする。また、調査対

象は以下に示すとおりである。

1)知的障害者への理解を深めるための基底要因として、彼・披女らを取り巻く社会的

背景を知ること辻非常に重要で、ある。本研究では最初に、文献調査によって、知的

障害者を取り巻く社会背景、知的障害者の余暇活動・森林体験活動に関する既往研

究の状況について述べる。

2)知的揮害者が抱える障害の状況・社会生活における課題は多様で、あり、彼・彼女ら

が社会的に自立を果たすために急がれる事柄も多岐に渡ると予想される。そのよう

な状況下、果たして、森林体験活動は福祉関係者から必要性を認められているのだ

ろうか。こうした抑論的視点に立ち、福祉関係者の森林体験活動への意識を明らか

にするため、欝害者施設を対象とした調査から、森林体験活動に対するニーズの有

無や具体的な要望を述べる。

3)知的障害者の森林体験活動の場として重要な役割を宥すると考えられる森林総合利

用施設を対象とした現地調査から、知的障害者を含む賭害者への配慮が求められる

区域のゾーニングの試みと当該区域に設けられた散策路の評価を通じた、知的障害

者の森林利用に求められる整備の方向性について述べる。

4)知的障害者の奈林体験活動の実施には、安全面への配慮、を第ーに、有している障害

とそれに派生して生じる課題への配慮に基づく内容の企画立案が必要になる。また、
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こうした作業は日常生活を共にする時間が長い撞設職員からの意見・意向を踏まえ

ることが必要不可欠である。本研究では、知的障害者との森林体験活動の実践時に、

活動に関行した施設職員を対象に各体験活動への評価を継続してきた経過を有する

ことから、当該データを分析し、知的障害者のための森林体験活動への評価基準と

金額・立案に求められる配麗事項を述べる。

5)森林体験活動を知的障害者と共に進めるには、彼・彼女らとコミュニケーションを

図ることが求められる。活動の指導者は参加者である彼・彼女らと適切にコミュニ

ケーションを図り、安全面に関する情報、議林に関する情報等を伝えなければなら

ない。本研究では、知的障害者との森林体験活動の実践から得られた映像・音声デ

ータを対象とした分析を試み、森林体験活動特における知的障害者のコミュニケー

ションの特徴について述べる。

6)活動のためのプログラムは、活動器供者側jが意図する活動自的や具体的内饗を計画

的に艶援したシナリオであり、安全で効果的な活動づくりに必要不可欠である。こ

うしたプログラムは健常者を対象とした森林環境教育活動では多様なものが存在す

るが、知的障害者への配慮を踏まえたものは非常に少ない。本研究では、知的障害

者との森林活動の進め方への理解促進を目的に、知的障害者との森林活動の実践を

通じて作成した活動プログラムの内容を紹介する。

3.本研筑の構成

罷-1に本研究の構成を示し、これに基づき研究の方法を述べる。

知的障害者における森林体験活動の基蔵要因のーっとして、被・彼らの余暇活動が社

会的にどのように意義づけられているかを知る必要がある。また、この点には知的障害

者を取り巻く社会的背景を確かめ、これを理解する必要がある。第1章では、これらを

踏まえ、戦後の知的障害者福祉政策を振り返るとともに、その変還における知的障害者

のための余暇活動の位置づけについて述べる。

知的障害者を取り巻く社会の動きに影響を与える要因として、披・彼女らの暮らしの

実状や望ましい支援のあり方に係る研究動向の把握が必要不可欠である。また、森林や

身近な緑に係る研究が知的時害者をどのように捉えて行われてきたかを理解すること

も、本研究の位置づけを明らかにすることや、知的障害者の余暇活動を考える上で重要

と捉えられる。以上の点より、第2章では、障害者謡祉・森林科学・造罷学に係る既註

研究を概観して、知的障害者の余暇活動に係る研究のこれまでの歩みを把握する。また、

諸外国における知的障害者と余暇活動に関する研究についても概要把握を行う。

知的障害者が抱える課題は多様であり、置かれている状況により、森林体験活動が望

ましい場合と必ずしもそうした賞献が望めない場合とが考えられる。第3章では、知的

i嘩害者の状況を踏まえ、抑論的立場から、知的障害者を含む欝害者福祉サイドが森林体

験活動を必要としているか否か、また、必要としているなら具体的にどのような配慮が

求められるかについて、障害者施設を対象としたアンケート寵査記録を基に、施設や施
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設利用者の状況による要望の相違について述べる。

知的樟害者にとって望ましい森林体験活動のあり方を探るには、活動フィーノレドとな

る森林の状況、提供する活動の企爵立案のあり方、知的障害者とのコミュニケーション

の関り方を明らかにすることが重要となる。また、こうした知見に基づくプログラムの

存在は、今後、知的障害者とともに森林活動を進めようと考えている人々に様々な示唆

を与えるものと捉えられる。以上の点を踏まえ、第4'"'-'7章では、現地譲査・知的障害

者との活動実賎から、知的障害者の利用を踏まえた森林総合利用施設の評価(第4章)、

施設職員から見た知的障害者に望ましい森林体験活動(第5章)、森林体験活動時におけ

る知的障害者のコミュニケーション(第6章)、森林体験活動プログラムおよび作成教材

の検討(第7章)について述べる。

終章においては第1'"'-'第7章での論述内容を総括し、知的揮害者の森林体験活動の向

上を留るための留意点と今後の課題を述べ、とりまとめを行う。

知的障害者における森林体験活動の向上に関する基礎的研究
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第1章 知的韓害者における余暇活動の社会的背景

知的障害者と森林体験活動というテーマを考究するにあたり、出発点として、再キー

ワード(1知的障害者J、f森林体験活動J)を敢り巻く社会背景について理解を深めたい。

これまで、前者は主として障害者福祉の分野において、後者は主に森林科学や観光・レ

ジャー等の分野で敢り上げられ、両者が接する局面が想定されることは極めて少なかっ

た。しかし、「障害者福祉における知的障害者観の変化J• 1森林の活用による余暇活動

の量的・質的多様化jという 2つの動きに視座を設けると、調者には接点が存在し、知

的障害者の社会的自立や生活の費的な向上に森林体験活動も関与の可能性が見出され

ることが考えられる。

上記の点を踏まえ本章では、最初に、戦後の知的障害者福祉施策の変遷を振り返り、

社会的視点から知的捧害者が置かれている状況の変化を確認する。次iこ、知的捧害者の

余暇に関する研究・論述から被・彼女らの余暇活動の実態や求められる社会的支援のあ

り方を述べる。そして、森林を活用した余暇活動の動きから求められる当該活動のあり

方を述べ、最後の小括において、知的障害者と森林体験活動の接点・意義を述べる。

1 .知的障害者福祉制度の変遷

戦前期においては傷療軍人への対策は充実していたが(廃兵院法(1906年)、軍人救護

法(1917年)等〉、障害者への特定の社会福祉制度は存在しなかった(山本ら，2001)制。

しかしながら、貧国対策として、捧害による生活態窮者には、地救(じゅっきゅう)規期

(1874年)(家族・親族の世話が存在しない者が疾病や障害などにより生活国窮に陥った

場合に米を支給する制度)や救護法(1928年)(不具廃疾・疾病・傷病、その他精神又は

身体の時害により労務に支障のある者を支援する制度)が存在した。

第二次世界大戦直後は、敗戦による国家財政破綻と国民生活の餐罰化、海外植民地等

からの引き揚げ者の流入、戦争による傷撰軍人や一般国民の戦傷者の増大への緊急避難

措置として、生活圏窮者繁急生活援助要綱(1945年)、!日生活保護法(1946年)、身体捧

害者の収容授産施設の設置(1947年)等、戦後処理の一環として様々な福祉政策が講じ

られた。しかし、この時期は混乱を極める当部の問題への取り組みが主体で、障害者に

ついては収容保護による対策が中心で、あった。

1946年には日本田憲法が公布され、社会保欝・生存権保障としての基本的人権の概

念が確立した。これにより、それまで傷演軍人に提供されていた闇家保障が広く国民一

般にも提供されることとなり、一般障害者への対策も国家による公的責任で成されるこ

ととなった。これを背景に障害者福祉に関する立法の必要性が高まり、我が国最初の障

害者福祉に係る法律である身体障害者福祉法が 1950年4丹より施行され、救貧対策か

ら障害者福祉対策が分離された。

一方、知的時害者に目を転じると、敗戦寵後の我が国で辻、戦災孤児・浮浪児、貧閤
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家庭児の問題が喫緊の課題であり、当該課題への対処の必要性から児童様祉法(1947年)

が成立した。児童福祉法における知的障害者関係対策は精神薄弱児施設の建設・設置の

みで、この時期の知的障害者問題は知的障害児対策が中心であった。

こうした中、保護収容施策以外の地域福祉施策も始まり、 1957年には精神薄弱児通

関擁設の制度化が進められた。このような中で精神薄弱児施設においては 18才以上の

障害者が増加し、児童施設の中に障害者が増える開題が顕在化することとなる。これは、

知的障害児擁設退所後の成人期障害者施設や地域での知的障害者福祉対策が存在しな

い点に組問しており、児童福祉法とは到に成人期の知的障害者対策を法制度化する必要

性が生じた。こうした動きを受け、 1960年には 18才以上の知的障害者の収容施設を新

たに制度化した精神薄弱者福祉法が制定され、 1967年の法律改正によって、職業訓練

を自的とする精神薄弱者授産施設と生活訓練を目的とする精神薄弱者吏生施設の2つ

に分けられた。

障害者福祉政策において高産経済成長期とは、精神薄弱者福祉法が制定された 1960

年から国際障害者年 (1981年)の間の 20年間と位麓づけることができる。この時期の

特教は、身体や知的といった障害の種類に応じた福祉施策が展開された点と入所型の施

設を数多く建設していく擁設推進政策(施設化政策)の展開から特徴付けることができ

る。特に、施設は障害児・者が一貫して過ごし、連続した療育を行う理想的な施設構想、

であり、この時期にはコロニーと呼ばれる巨大な施設群の建設が盛んに進められた。収

容施設建設の意義は、鰭害者の地域生活の基盤が家族介護に依存していた当時において、

家族介護に限界が生じた持を想定した親としてのやむを得ない要望であり、家族介護の

セイフティー・ネットとして機能することが期待された点がある。収容施設の建設はこ

の時期に海外においても盛んに進められ、障害児・者の村として理想化されていった経

過を有する。

しかし開時に、この時期には「ノーマライゼーション思想jによって、障害児・者を

収容隙離するコロニー敦策に批判が寄せられるようになり、後に、これら巨大施設の解

体・鹿止が進められることになる。ノーマライゼーション思想、とは、今日の揮害者福祉

のあり方に大きな影響を与えた理念である。本理念は 1950年代にヂンマークのパン

ク・ミケルセン(Bank-Mikkelsen，N，E)が提唱し，スウェーヂンのベングト・ニイリエ

(Nir je， Bengt)により広められたもので， r障害者の生活の条件をノ}マノレにすることJ，

f障害者の日常生活の様式や条件をできるだけ社会の主流となっている規範や形態に

近づけることjと定義づけられる。そのための具体的指標として「プライパシーの保証J

f家庭生活や社会との交流Jr地域社会で異なった季鯖を経験するj等8項目が示され，
これらが障害者の権利として保証されることがノーマライゼーション思想、の実践的課

題とされている(山本ら，2001)刷。

1976年の f障害者の権利に関する宣言J(関連採択)により、我が閣の障害者福社政

策は転換期を迎える。同宣言では欝害者の基本的人権(市民権、政治的参加権、匿学的・
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教育的・職業的・社会的りハピリテーションを受ける権利、経済的保離を受ける権利、

社会的な活動への参加などの諸権利の保障)が確認され、こうした実践を各国に求める

内容であった。本宣言採択の後、関連はさらに、「完全参加と平等j を主題とした「国

際障害者年J(1981年)、各閣がとるべき障害者施策のモデ、/レを提示した「障害者に対

する世界行動計画J(1982年)、行動の具体化を各国に求めた「関連・障害者の 10年J

(1983"-'1992年)を採択・決議し、障害者の権利の保障に係る動きが世界的に活発化す

ることとなった。我が国は国擦障害者年から始まった国連によるキャンベーンを強く受

け入れた留の一つであり、知的障害者福祉においてはノーマライゼ}ション思想の浸透

による収容施設の整備敦策から在宅福祉政策・地域福祉政策への転換が進められた。

国際樟害者年(1981年)を契機とした障害者福祉制度の動きは、さらに、ノーマライ

ゼーションや自立の理念の顕在化へと波及し、「障害者プラン~ノーマライゼーション

7カ年戦略"-'J (1995年)をはじめとする「地域自立生活jの支援や「社会参加j を促

進する方向で進められることになる。 i嘩害者プランは国の捧害者基本計画である「障害

者対策に関する新長期計画J(1995年)の具体化のため、重点擁策実擁計闘として策定

され、ライフステージの各段階において全人間的復権を目標とするリハピリテーション

の理念と、障害のある者が障害のない者と関等の権利を有し、議別されることなく活動

できる社会を毘指すもので、①地域で共に生活するために(住まい・働く場・必要な保

健福祉サービスが的確に提供される体制の確立を図る)、②社会的自立の捉進(障害の特

性に応じた教育体制の確保と適性と能力に応じ可能な限り濯用の場に就き，職業を通じ

て社会参加することができるような施策の推進)、③ノ〈リアフリー化の促進(道路，駅，

建物等生活環境面での物理的な賭壁のi徐去)、④生活の質の向上(障害者のコミュニケー

ション，文化，スポーツ，レクりエーション活動等、余暇活動を楽しむことのできるよ

うなソフト・ハード面の条件整備等を推進する)、⑤安全な暮らしの確保(地震・火災・

水害・土砂災害や犯罪から守るため，地域の防犯・防災ネットワークや緊急通報システ

ムの構築と防災のための基盤づくりを推進)、 e心のバリアを取り除く(多様な行事・メ
ディアを通じた啓発・広報の積権的展開による障害者への理解の深化，差別偏見を助長

する用語や資絡制度における欠格条項の見直し)、⑦我が閣にふさわしい国際協力、関

際交流施策等の屡関(アジア各国を対象に、我が閣の障害者施策で集積されたノウハウ

の移転や障害者擁策推進のための経済的支援を行うとともに，各国の障害者や障害者福

祉従事者との交流を深める)の7つの視点が掲げられた。

障害者プラン策定の意義は，大きく次の三つに整理することができる。第一に， 1995 

年度から実施されている，高齢者施策(新ゴ}ルドプラン)，児童家庭対策(エンゼノレプ

ラン)に加え，障害者プランがスタートすることにより，保健播祉施策等における主要

施策での具体的自標が明確北し，保健揺祉施策全般を計画的に推進することが可能とな

ったこと。 第二にグループホーム・福祉ホームの整錨，ホームヘルパーの増員等、

知的障害者の生活支援に係る基幹事業を国および地方公共団体が一体となって取り組
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む体制づくりが可能になったこと。第三に，関係省庁が一体となって取り組みを進める

ことにより，障害者の生活全般にわたる施策が横断的，総合的に充実されることである。

続く、 f新・障害者プランJ(2002年)では、施設サーピスの再講築として、「施設か

ら地域生活への移行推進j、「施設の在り方の見躍しjが明記され、制度・政策によって

脱擁設化・地域生活移行の実現化に向けて積極的に取り組んで行く姿勢が示された。我

が国の知的障害者の支援の寵り方を f地域生活自立支援J~こ実費的に転換する契機とな

った法改正は、社会福祉基礎構造改革の流れのなかの「知的障害者福祉法改正J(2000 

年)である。法改正による法の自的が従来の「保護Ji更生jから「自立j と「社会経諸

活動への参加jに変わり、「終の棲家j としての保護的な援助を長期にわたって受けて

いた知的障害者が個人としての尊厳をもって主体的に生活するために「地域移行」が実

質的な検討課題となってきた。近年では「障害者自立支援法J(2006年)の制定に伴い、

施設入所者数の7%以上を平成 23年度までに削減して施設入所からのグループホーム、

ケアホームへ移行Jを推進する内容が社会保障審議会より提示され、知的障害者の「地

域移行j を促進する方向性が求められている。

2.知的障害者の余韻活動の現状

我が国の開答者政策は、「リハピリテーション」の概念(ライフステージの各段階にお

いて全人的援権をめざす)と「ノーマライゼーションjの理念(障害をもたない者と同等

に生活し、活動する社会をめざす)を踏まえ、「完全参加と平等jの目標にむけて進めら

れてきた。その中で、 1993 年の内閣府による í~章害者対策に関する新長期計画j にお

いて、スポーツ、レクリエーション及び文化活動への参加機会の確保が一つの領域とし

て明記された。本計画における施策の基本的方向においては、活動参加を通じた社会参

加の促進、生活の質的向上、健農増進への有効性が示され、積極的な振興の必要性が示

されている。また、これを契機に活動推進に関わる取り組みは活発化しており、現在で

は、全国各地でのスポーツ大会、障害者によるコンサート、舞台芸箭公演、展覧会等が

開催されている(内閣府，2011)15)。

ノーマライゼーション思想の広まりを背景に、我が国の知的障害者に関わる施策は地

域生活の充実や社会参加の機会拡充を目指すものに変化した。しかし、知的障害者の余

暇活動に関わる論述は、こうした動きが顕在化する以前より見られ、それらにおいては、

余暇時間の充実の必要性・重要性とともに、余暇時間を適切かつ建設的に消費する参加

機会の不足が指摘されている (Calder.中西， 1972; Baker .新井， 1972) 2)7)。例えば、

知的障害者の余暇時間の過ごし方を、知的障害者・鍵常者である学生・学生の両親の王

者を対象に比較検討した米山(1998)27)の調査によると、①平日の余暇時間が長いのは知

的障害者と学生である、②知的捧害者では「趣味や娯楽jとする自答も多かったが、音

楽鑑賞等の受動的な活動が主体である、③連休期関や夏休み等では、学生は遊間地・ド

ライブ、・婦省・臨内旅行、学生の両親は、テレビや音楽鑑賞・趣味活動、知的障害者で

辻帰省と国内旅行が多い、④扶i道な余暇を過ごす条件では、学生は余暇のためのお金、
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両親は指導者の不足を指摘していたのに対し、知的障害者は仲間・場所・指導者の不足

を指捕していた点を示し、知的障害者の余暇時間は長いにも関わらず、地域における活

動の場、間じ呂的を持つ仲間、援助者が不足していることを指摘している。

また、松山が実施した自問症者への余暇支援に関する課査(松山，2012)山からは、余

暇活動の支援においては、①本人の意向を踏まえ、各億人に応じた支援を進めること、

②自主的に余暇活動に取り組めるよう支援を行うこと、③地域資源を活用し、余暇活動

の幅を広げることの3点が重要視されるが、特iこ3点目の地域資源、による支援を考える

余裕がない状況にあることが示されている。そして、このような状況への対応には余暇

活動を充実させるための地域ネットワークの形成等、国や地域社会における致策レベル

の対応が求められる点が指摘されている。

先に示した簡の施策レベルにおける知的障害者のスポーツ・文化活動は端緒を迎えた

ところであり、全ての知的障害者が余暇時間を使ってこうした活動に参加を関るには、

さらなる取雪組みが必要と考えられる。特に、知的棒害者の参加が可能となるような環

境づくり(活動のための場づくり・同じ活動をえ志向する仲間・活動の指導者や支援者の

育成)が求められるとともに、取り組みをi露営するための組織体制等の充実を図ること

が必要不可欠となる。また、知的障害者の地域生活の充実という視点からは、地域にお

ける資源(場所や人材等)を活用した余暇活動の支援体制の構築が求められる。

3.森林を活用した余E援活動

我が国の森林での余暇活動に関する施策は 1967年の自然体養林の創設を契機に本格

化し、これ以降、縁への国民的要求の高まりを受けて展開され、余暇時間を森林で過ご

す活動の社会的定着が進んだ。森林での余暇活動は主として悶有林や都道府県有林を舞

台に提供されるが、それらの実施意義には良質な活動享受の機会を確保する公共的観点

のみならず、収入・収益確保の性格も色濃く、大規模なレクリエーション地域の創出と

収益確保に係る取り組みが盛んに行われた(大田， 1997)17)。

当該施策は各時代の政策・世情の影響を受けながら継続されてきたが、近年では、そ

れまでの施設単独利用型(スキー場・ゴルフ場等)から、交流・協働・環境保全型(エ

コ・ツ…リズムやグリーン・ツーリズム、森林セラピー等)へと変化し、擁設を拠点と

したものから協働・環境保全・癒しをキーワードとした体験活動への転換が進んで、いる

(あいち海上の森大学放送昂，2012)九これらによってもたらされる心理的経験とそれに

伴う効果・効用は、構操面のj爵養や高齢者を中心とした保養・リハピリテーション等、

設療・揺祉的側面への貢献が期待され、実際に、研究の題材として取り扱われる事例も

見られる(太田ら，2003上原，2002a上原，2002b)附 4)25)。近い将来、こうした形態での森

林の利活用は、これまでの収入・収益確保とは異なる視点での展開も必要性を高めるこ

とが考えられる。なぜなら、受益者となり得る人々の中には、高齢者・障害者のように

自立(身辺自立、経済的自立等)に課題を範え(模，2008)10)、先に示したような収益事

業を通じたサーゼス提供の対象者(即ち、社会生活において自立している人々)とはな
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り得ない立場の人々も多く含まれるためである。

境谷(1998)ωi立法建学の立場から、国有林野事業における f公共性Jの概念を「国民

的公共性J(社会的不平等ないし不公正の是正や基本的人権を維持・擁護する本来ある

べき公共性)と「国家的公共性J(国家経済発展を目途とした公共性)に大別し、今後

の国有林野事業においては、国家的公共性への偏重を是正し、自然環境の保全等を通じ

た環境権・自然享受権の保障を自途に、国民的公共性の観点に立った森林の利活用のあ

り方を探ることの必要性を指摘している。これを踏まえて近年の森林での余暇活動の質

的変化をみると、収入・収益確保の視点から捉えた取り組みのみならず、公共性の視点

からのアプローチによる取り組みを進めることが求められる。

我が留は森林に恵まれ、木材産業が活発に営まれているほか、国土保全や水源、j函養等

の公益的機能への国民の意識も高まりを見せている。また、保健休養の場としての森林

への要請も活発であり、国民の健やかな生活を担保する地域資源としての森林の役割は

大きい。従って、地域生活を送る知的障害者のための資源としての森林のあり方を見直

し、望ましい形での貢献のあり方について考察を進める必要性が高いと考えられる。

3. 小揺

1 )余暇活動を通じた r知的障審者j と「森林jの接点
知的障害者を取り巻く社会的な動きは、①敗戦直後の精神薄弱児施設の建設・設童、

②障害児・者がー棄して過ごし連続した療育を行う施設推進政策(施設化政策)の展開、

③ノーマライゼーション思想、の広まりを背景とする在宅橋祉政策・地域福祉政策への転

換、④地域生活・社会参加を重視した生活領域全般への支援体制の構築へと移り変わっ

ている。こうした動きに呼応し、近年は、多くの知的障害者の生活を地域に移行し、彼・

彼女らが自ら選択して、日常生活を送ることができる場面の拡大を図るための取り組み

が進められている状況にある。

知的障害者の社会的自立においては、これまでは、労動(就労)や医療・福祉(早期の

障害認定・保健衛生・健康)の視点、からの支援体制の充実が主体で、あったが、社会参加

や地域生活のさらなる充実を図る視産においては、これらに加えて、建設的で良質な余

暇時間をどのように知的障害者に過ごしてもらうかという点も重要な命題になりつつ

ある。知的障害者の余暇活動の支援にあっては、各綿入に応じた支援、自主的な取り組

みへの支援、地域資源の活用が重要視されるが地域資源の活用による支援については未

だ課題を抱えている状況にある。

森林はこれまで、林業のような木材生産活動の場として、あるいは、自然とのふれあ

いを主体としたレクリエーションの場として、また、多様な体験活動を通じた教育活動

の場としての活用が閣られてきた。生産活動の場である点や地形地理的な条件等を理由

に、これまでは、知的障害者との接点が模索されることはなかったが、健常者と差異の

ない充実した地域生活を創造するとした命題を解決するには、 f地域に広がる蘇林を知

的i嘩害者の余暇のためにどのように活用するか。Jとする規点からの実践や敢り組み、
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研究等が必要と考えられる。また、こうした研究のみならず、地域の森林に関わってい

る森林林業行政等も地域のネットワークの一端を担い、森林の保健機能の受益者として

の知的障害者の存在を意識し、望ましい余暇活動の提供のあり方を共に考えていく必要

が高いと考える。

2)知的障害者との森林体験活動の具体的方策

児童生徒を対象とした森林での教育活動は、指導者・体験者・フィー/レド・プログラ

ムで構成される(大石，2001)則。ここに示された要素を踏まえ、知的障害者との森林活

動に求められる事柄を述べる。

まず、指導者については、健常者への森林環境教育においては森林ボランティア団体、

林業従事者(森林経営者・森林組合)、大学教員・研究者等、校外の専門家が指導する

形が大半である一方、森林環境教育の普及のためには教師自らが指導者となることが重

要(広鳴ら，2006戸との認識が示されている。その理由として、教師は教育に係る専門的

な知識技能を有していることから、活動内饗を教師自らが立案し、実議した方が効果を

高められる。また、教師は児童生徒と日常を過ごしており、彼らとの意思諌通を図りや

すい点も重要な要素である。一方、知的障害者の場合には、彼らの活動を支援する人々

(障害者擁設の職員等)が蒋在する。こうした人々は、 f対人援助サービス従事者j と

呼ばれ、基本的に疾患や障害・発達に関する問題を抱えた人々に対し，受容的・共感的

態度をベースとしながら，対人援助のための専門技術を提供する(森本，2006)11)ことを

職務としている。このため、その専門性を考慮すると知的障害者への森林活動は、現状

においては森林・林業について専門的知識を持つ外部の専門家が担うことが適切と考え

られる。

次に、体験者である知的障害者についてであるが、彼らが抱える課題は適応機能(意

思伝達、自己管理、社会的・対人技能等)に障害を持つことである(堅田ら， 1998円。中

でも、意思伝達や社会的・対人技能の基本となる他者とのコミュニケーション能力の未

発達性は大きな課題であり、知的障害者のコミュニケーションをテー?とした研究事例

も多い(藤野，2009高野ら，2010高橋，2011小林ら，2013)3)9)抑制。教育的活動の成立に

おいて、コミュニケーションは根幹的な要素となるが(波田野， 1990桝競， 1992)4)12)、

知的障害者は一般に、言語を理解する能力に比較して言語を表出する能力の発達が緩や

かなため(堅田ら， 1998戸、指導者・体験者間のコミュニケーションを介した意思諌過に

問題が生じやすいことが想定される。また、コミュニケーションが円滑に行われないこ

とに越国し、活動の各場面において臨機に配慮が求められる事柄が生じることも予想さ

れる。

さらに、フィールドとなる森林は活動への参加者(体験者・支援者)の安全性を第一

に考露、するとともに、そこに存在する森林の素材・事象との関わりが効果的に行われる

ことが求められる。森林は都市環境とは異なり、地理・地形的な条件や自然環境によっ

てもたらされる徴地形レベルでの変異・変動も頻繁であり、障害者の自由な行動を妨げ
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る要因になり得る。こうした点は誼感的に身体に障害を持つ人たちにとって切実と考え

られるが、知的障害者にとっても関様の重要性をもって捉えられなければならない。一

般に、知的障害者の運動能力段四肢・体幹の関節iこ麻捧等の異常がなければ可動域は健

常者と変わらない。しかし、知的障害者も運動能力に課題を抱えていることが指摘され

ており(奥住ら，2008平田ら，2010)国 5)、フィールドが障害者の行動に支障がないよう配

慮されていることは、身体障害者と同様に重視されるべき問題である。

最後にプログラムについて述べる。プログラムに類似した概念として「学習指導案J

がある。これは、教師(授業者)が計額段階において学習者にどのような学習を成立さ

せるのかを示したもので(峯，2007)ω、授業の自的・内容・資料・方法等で構成される。

また、社会教育、生涯教育・生礎学習の観点からは「学習プログラムj と呼び、森林環

境教育で用いられている fプログラム」も学習指導案と共通する部分が多い。佐藤(2001)

は森林環境教育活動のためのプログラムを指導案形式で示すことの有用性を述べ、構成

要素として、タイトル・実施場所と時期・目的・教材や物品・対象年齢・注意事現・活

動の進め方を盛り込むべきとしている(佐藤，2001)20)。峯 (2007)、佐藤 (2001)に共通

するのは、活動の呂的や内容の背景にある対象者の特性・教材の特徴・実施場所の条件

等への十分な理解のもとにプログラム(学習指導案)の構成を進める点である。鰭常の

児童生徒を対象とした活動に比較し、知的時害者を想定したプログラムでは対象者への

鹿蔵事項の重要性が高いため、こうした視点に立ったプログラムの作成が求められよう。

これまで、述べた点をまとめると、知的障害者を対象とした森林での活動は、①現状に

おいては、指導者は森林林業に係る知識を有した外部の専門家が抱う、②知的障害者と

の活動では、特にコミュニケーションについての配慮が必要となる。③運動機能に課題

を有する知的障害者が多いことからフィーノレドの状況への理解が求められる、④プログ

ラムの設計においては、対象者の特性・教幹の特徴・実施場所等を重視した内容構成が

求められる、の4点が特散と考えられる。指導者となる森林林業の専門家は陣答者に接

した経験が豊窟であるとは限らず、その上で、体験者である知的障害者と向き合うこと

となる。体験者に係る構報は、彼らを日常的に支援している施設職員等から得られるが、

森林の中で過ごす場屈を締かく想定したものは期待できない。このため、知的障害者の

森幹内での様子や求められる甑慮事項に係る知見を踏まえたプログラムを開発するこ

とにより、指導者・体験者・支援者にとって参闘しやすい森林活動をつくることが可能

になる。
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第2章 知的障害者の余暇活動に関する既往研究

本研究に関連する学問分野としては、社会補祉学・教育学・リハビリテーション学(理

学療法・作業療法等)・森林科学・造菌学・園芸学に関わる分野が想定される。本章で

は、これら分野を「社会福祉・教育・リハピリテーションの研究j と「森林科学・造関

学・国芸学の研究Jに大別し、各分野において取り組まれてきた知的障害者の余暇活動、

森林体験活動等に関わる研究を概観する。また、小括の項呂において、これら既往研究

で取り上げられている研究の方向性と得られた知見を総覧するとともに、本研究との関

連を述べる。

1 .関連学問分野における既設研究

1 )既往研究の収集

社会議祉学において知的障害者の生活の考究は重要な研究テーマで、あり、ノーマライ

ゼーション思想、が日本にもたらされた 1970年代には知的障害者の余暇活動をテーマと

した研究・論述が認められる。また、教育学の分野では、敗戦寵後より始められた障害

児教育に呼応する形で知的障諜児の学校・家庭生活に関わる研究が進められている。さ

らに、セラビューティック・レクリエーション(疾病・障害を有する者への治療サーピ

スやレクリエーションサーピスの実践を通じて疾病や障害の回復・緩和・復元を目指す

取り組み)の広まりから、近年では、リハピリテ}ション学においても知的障害者の余

暇、レクリエーションを取り扱った研究が見られる。

一方、森林科学においては 1982年に林野庁によって提唱された「森林浴Jの国民へ

の定着と森林浴がもたらす心身の健康への効果を実証する研究が始められており、その

中には知的障害者と森林体験活動との関わりをテー?とした研究が認められる。開様に、

造菌学の分野においても、身近な緑環境の人々の健農への貢献の視点、から、全ての人々

が利用しやすい緑地や公園環境づくりのための方策を探求する研究が進められている。

また、閤芸学の分野においては間芸作業を一種の作業療法として位置づけ、これを体系

化した f園芸療法」が人々の健康にもたらす効果を検証する研究が進められている。

本章ではこれら研究分野に関わる研究論文を収集し、「社会福祉・教育・ 9ハピリテ

ーションjの分野、「森林科学・造園学・閣議学jの分野に分けてその内容を概観する。

また、海外において取り組まれている「知的障害者JrレクリエーションJrレジャーj
f余暇活動Jをキーワードとした研究事例も併せて競観する。

2)社会福祉・教育・ 1)ハピリチーションの分野

社会福祉・教育・リハビリテーションの研究においては、①余暇活動支援のシステム

(仕組み・予算・人材・政策等)をテーマとした研究、②余暇活動への作業療法導入と

その効果をテーマとした研究、③教育現場における余暇活動に関する研究が認められた。

①に関わる研究では、対象となる知的障害者並びにその家族からの余暇時間の実情
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の収集(アンケート調査・開き取り調査等)、各者の陣容状況や生活環境等と余暇実態

の関連性の検討、知的障害者の余暇活動の改善策の検討・提示を試みた研究(細谷，2008

今井，2011)加)、高齢の知的障害者の社会とのつながりや統合プログラムに関する研究

(Bullock CC. et. al， 1991 Burgess， 1985 Keller， 1991 Glausier. et. al， 1995 ) 1)9)14)21)等、

余暇活動の受義者である各知的障害者の生活や社会的な位置づけの評価や先進的取り

組みの動向の精査から、知的障害者の余暇活動の改善に関する提言を試みる研究が見ら

れた。

また、知的障害者の生活は障害者揺祉政策との関連性が非常に強く、余暇活動も例外

とはいえない。このため、知的陣容者の余暇生活の実態と政策との関連性を探究するこ

とは知的障害者の余暇活動に関する研究における重要な切り口となる。こうした視点か

らの研究としては、 Aitchison， 20032)、狩谷，200511)が挙げられる。前者においては、障

害者に関わる分野とレジャーに関わる分野の研究レピューから、間分野における余暇活

動の捉えられ方や役割の重要性を示すと共に、霞や地方自治体の政策レベルで解決を図

るべき課題についての指摘を試みている。一方、後者の研究は、スウェーデ、ンにおける

余暇政策の内容分析から、余暇に関わる法的整備の充実、支援組織と障害者団体との連

携の繋密性、国等の経済的支援の状況を示し、日本の施策に求められる点を述べている。

また、話urnsは、地方・地域に在住する障害者のレクリエーションやレジャ}活動に関

する知見・情報の不足を踏まえ、機能回復を毘指すリハビリテーションと戸外等で活動

する余暇活動の費的相違・複雑性を根拠に、障害によって生じる嫌々な障壁・制約を考

慮、したサーピス提供の計画策定や障害者の視点・視線の理解を踏まえた活動実践が求め

られる点を指摘している (Burns.et.al，2009)刻。

②iこ関わる研究では、余暇活動への作業療法の導入・効果に関する研究では、セラピ

ューティック・レクリエーションの概念・内容とアメリカでの実践事例を報告した長谷

川らの研究(長谷川1，2007戸、施設での自常の療育に関芸活動を取り入れた場合の利用者

への効果を述べた鳴谷らの研究(鳴谷ら，2011)如、知的障害児の教育現場における音楽

療法の実践と効果について述べた平井の研究(平井，2012)旬、写真撮影と自ら撮影した写

真を通じた飽者とのコミュニケーションの変容をテーマとした林らの研究(林，2011)川、

自閉症児への料理活動の実践とその効果を述べた若松らの研究(若松ら， 1998) 34)がある。

これらの研究においては、障害を持つことによって制限が生じている余暇活動の充実

(QO L (Quality of life)の向上)、将来の自立生活の構築(余暇時間の自立・趣味の獲

得)を目標に、多様な体験の導入によって適応機能を獲得していく対象者の様子が述べ

られるとともに、余暇活動を臼常的に支援する人材の確保・育成や地域との連携を踏ま

えた活動推進の必要性が指摘されている。また、レクリエーションとは異なる障害者ス

ポーツの観点から、実施意義・実施状況・課題について述べた陶山の論述においては(陶

山，2006)23)、障害者スポーツを底療スポーツ(障害を受けた運動器官の機能回復や残存機能

の向上、身体の機能的予儀力の向上を自的とする)、生涯スポーツ〈心身と健康と維持、心理
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的安定、楽しみづくり、仲間づくり、社会参加等、生きがいとうるおいのある社会生活者

得ることを目的とする)、競技スポーツ(パラリンピックに例えられるように、強さ・高さ・

速さ・巧さ等を追求することを目的とする〉に分け、実施目的・実擁上の留意点・課題につ

いて述べている。知的障害者を含めた障害者のスポーツ活動への参加人口は増加傾向にあ

るが、スポーツ活動を行える場(施設・設備〉の不足と指導者の不足を指揮し、特に、障害に

関する専門的知識を持った指導者育成や医療関係者との連携強が重要で、ある点が指摘さ

れていた。

③iこ関わる研究は海外において阜くから取り組まれており、環境教育の指導者に求め

られる障害者のためのインタープリテーション技術について述べた Beechelによる耕

究が 1975年に発表されている(Beechel，1975) 10)。本研究では、「参加者(障害者)が理解

しやすいような配患がなければプログラムは用をなさない」ことを踏まえた上で、視

覚・聴覚時害者や知的障害等、各障害状況に応じた構報提供の必要性を述べている。特

に、知的障害について辻、活動参加へのハードルの高さを個人レベルで綿密に考慮し、

それを総合的に勘案した上でインタープリテーションを進めることの重要性を述べて

いる。環境教育と知的障害者については、星らが、障害を持つ人々の自然体験へのニー

ズの増加を踏まえ、障害者を対象とした環境教育プログラムに取り組んでいる環境教育

施設の事例紹介を通じ、活動運営やボランティアの参加等を通じた地域との連携を進め

るとともに、地域からの環境教育への理解を獲得することの重要性を指捕している(星

ら，2002)へまた、知的障害高等特別支援学校における環境教育への取り組みについて

調べた富永らの研究では、環境教育の指導に関わる基礎的条件(プログラム・教材・教

師の環境教育への理解等)の不足、 f環境問題に関わる知識・技能jのみならず、「環境

問題への関心Jr環境問題を評価するカJr環境問題を解決しようとする態度Jの育成方
法の必要性を指摘し、環境を広義に捉え、より多くの教科との関連を図った環境教育活

動の必要性について論じている(富永ら，2011)25)。学校教育現場における余暇活動に関

連した研究では、宮)11らによる中学校の特殊学級に在籍する障害児への余暇指導のあり

方に関する研究がある(宮川ら，1993)問。宮)11らは、中学校特殊学級への余暇指導に関

するアンケート調査を通じ、在籍障害児の余暇の捉え方(余暇待問を理解しているか否

か)と教師による余暇指導に関する課題を考察している。研究結果として、多くの教育

現場において余暇指導に係る指導は実践されている点、指導内容としては具体的な遊び

方・調理やスポーツ等を手段・方法として教えていることが主体的とする結果が見出さ

れた。知的障害克の将来的な自立を考えた場合、余暇活動を自立的に過ごすこと(余暇

自立)も当人の社会生活において重要となる。これを踏まえて考えると、現状で行われ

ている方法・手段としてのレクリエーションだけではなく、 f目的としてのレクリェー

ション(レクリエーションへの，志向を育てること)Jを教えること、障害児一人ひとり

の状況に合わせた余暇活動支援のためのプログラムづくりの必要性を指摘している。

学校教膏のみならず、社会教育の立場から知的障害者の余暇活動のあり方を論じた請
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究も存在する。三谷は、博物館・美術館の役割が f展示を見せて解説をする社会教育施

設Jから野外活動も含めた多様な活動を市民とともに実践する「地域活動の中核施設」

と認識し、これを前提に鱈広い人々を受け入れた活動展開、障害児を対象とした野外活

動の必要性を指摘し、障害種別に実践のあり方を具体的に述べている(三谷，2008)印。

その論述においては、参加者が身体障害・知的障害を持つ場合の望ましい対応策やテキ

ストの事例紹介を行うとともに、視覚刺激・文章・音声媒体の利用策と限界を指構し、

さらにはコンピュータを媒体とする情報技術活用の必要性も言及されている。また、児

童・青少年の自然とのふれあいや集団指泊生活を通じた育成を目的とする少年自然の家

では、健常の児童と障害児による自然の中でのキャンプ活動も試みられている。喜田は、

キャンプに参加した子どもの観察調査から、交流を通じて生まれる両者の協力関係につ

いて述べ、参加者が共に活動をする中で五いの個性を認め合い、言語の壁を乗り越えて

共に生活できる可能性を指捕している。また、キャンブ活動を充実させる条件として、

自開症の子どもへの専門知識に基づく対応の必要性、鍵常の低学年の児童への支援、

ボランティアによる支援体制の充実(ボランティアの確保・事前情報の提供)、捧害の種

類・程度に応じた運営体制の構築の重要性を述べている(喜田，2004)∞。さらに、重度

知的障害者への社会教育を取り扱った丸山の研究では、特に、状況やニーズの把握が進

んでいない重度知的障害者に関わる課題の検討が進められていた。そこから導き出され

た課題としては、知的障害者の余暇生活に係る制限、余暇をともに過ごす仲間の少なさ、

支援者の不在と家族への負担、日常的な社会支援の必要性が挙げられていた(丸

山，2004)回。

3)森林科学・遺障学・圏芸学の分野

森林科学・園芸学の研究においては、①ノ〈リアフリーやユニバーサルヂザインを考脂、

した森林空間の作出(森林空間のバリアフリー)をテーマとした研究、②知的障護者施設

における森林浴・森林作業の効果をテーマとした研究、②圏芸活動における効果をテー

マとした研究が見られた。

①iこ関わる研究では、 Findlayの森林空間におけるサイン(森林散策路の標識等晴報

提供に供される媒体)計画と情報提供に関する研究が挙げられる。当該研究においては、

全ての人々が利用しやすい森林空間づくりにサインが果たす役割と機能の高度発揮の

ための方策究明を話的に、森林空間を訪れた人々への開き取り調査、散策経路や空間構

成の分析・標識等のサインに係る情報収集によって、全ての人々が森幹浴を行いやすい

空間の作出の手法について述べている。その結果、空間内のサインが効率的な機能発揮

には、設置場所・記載内容に配慮が求められることはもとより、サインが有するデザイ

ン性・森林空間に係る利用指導の方針・利用者が森林空間に望むレクリェーション・空

間内の路網の往来性等、広範な構報を運営者側が把握し、訪れる人々の利益を最優先に、

情報を効率良く提供することが求められるとしている (Findlay.et.al，2004)九また、

美濃辻、緑地環境ホームページにおけるバリアフリー情報開示の状況を自米関で比較し、

19 



米国においては、ハード・利用者・ソフトの視点から総合的な構報開示が行われていた

のに対し、日本においてはハードに係る構報に偏重する額向が認められ、今後は、利用

者の視点に立った構報開示のあり方を模索する必要があることを指摘している(英

濃，2006)附。

②に関する研究では、中村らによる東京都内の知的障害者更生施設での自然利用プロ

グラム(間伐、シイタケ栽培等山仕事を中心とする作業:里山利用プログラム)の実慈

調査から里山を用いた作業療法の現状・有用性・里山保全の可能性を探るとともに、自

然とのふれあいによる効果の縮設側による認識について検討を行っている。結果として、

東京都内の多くの施設がこうした活動を実践し、効果として施設利用者の身体機能・体

力向上が認識されている点を導き出している。また、プログラムの今後の課題としては、

安全管理、指導者確保・脊成、活動場所となる森林空間の確保、社会との交流の重要性

を指摘している(中村ら，2005)19)。上原は、知的障害者による出林作業やレクリエーシ

ョンがもたらす療育上の変化を長期的に観察し、山林作業の知的障害に対する効果を分

析している(上原ら， 1997上掠，2001b上原，2001c，上原，2001d) 26)30)3訪問。観察対象とし

た利用者には、山林作業並びにレクヲェーションの経験によって、作業能力の向上、身

体機能のリハビリテ…ション効果、感靖の安定化等の変容を見出し、山林作業を中心と

した療育活動には多様な療育効果の可能性があることを指摘している。また、森林環境

を野外療法の場として活用するために、対象者(健常者、捧害者等)、目的(リハピヲテ

ーション，作業療法等)、場所(林相，地形等)、時陪(長・短期間，長・短時間等)、内

容(レクリエーション、作業活動、休養等Hこ応じたハード、ソフトの研究開発の必要性

を示し(上原， 1999上原， 2000上原， 2001a上原，2006)27)制29)湖、「森林療法」の構築と

体系化を摺る試みを進めている。

③森林を活用した療法的活動に先立ち、障害者施設においては園芸活動を作業療法と

して捉え、これを闘装療法として体系化する動きが進められている。これに関連し、杉

原らは園芸活動が知的欝害者の精神に与える効果を探るため、指標として生化学指標(唾液

中クロモグラニン(SalivaryChromogranin A;Cga)、唾液アミラーゼ活性(Salivary

Amylase Activity;sAMY))を用い、施設において実施されている園芸作業に参加してい

る知的鰭害者の精神心理機能の測定を試みている。結果として、園芸作業前に比較して

作業後は両指標数値には統計的に有意な低下傾向が認められ、闘張作業が知的障害者の

ストレスを軽減させる効果のある可能性を指摘している(杉原ら，2012)24)。

2.小括

1 )既往研究の総覧

本章で取り上げた既往研究の一覧を表-1に示す。知的障害者の余暇活動に関しては

1990年代までは社会福祉・教育・リハピリテーションの学問分野で取り扱われること

が多く、特iこ、余暇活動を支援するための社会システムや施策や先進的なプログラムを

事例的に紹介する研究が主体であった。その後、 1990年代後半に山林活動と知的障害
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者の療育に係る研究や自閉症の子どもへの料理活動等、知的障害者との結びつきが特筆

されなかった森林環境や生活活動等を作業療法として取り入れ、知的障害者への療育効

果を検討する研究が現れた。このことは同時に、それまで障害者福祉とは接点が薄かっ

た諸分野(社会教育・森林林業・造園・圏芸等)において、知的障害者を含む障害者全て

を迎え入れることを想定し、これに芯えるための体制づくりに関する条件提言のための

考察を毘指す動きが顕在化したことを意味する。

森林(山林作業)の知的障害者への療育効果に関わる研究は、その後「森林療法Jへと

発展し、際答者を含めたより多くの人たちの心身の鍵壌をテーマとした研究に移り変わ

っていく。その中においては「癒しj という、それまでは抽象的かっ経験的に捉えられ

てきた概念を科学的なデータで解明する検証方法が提案され、その中では生化学的指標

による実証的研究も行われている。本章においては関芸体験と知的障害者の精神への影

響に関する研究を紹介したが(杉原ら，2012)24)、この手法は儲芸のみならず、森林浴・

自然体験・身近な縁等、環境や環境の中での様々な体験が有する心身の健康増進への効

用を明らかにするための研究において広く用いられている。

既往研究の移り変わりを見ると、 f余暇活動を支援するためのシステムjに関する研

究は、各時代における知的障害者の生活実態や障害種・障害の程変と余暇活動実態の関

係性と求められる施策、先進事例の紹介を進めて、知的障害者の社会環境の改善・広範

化への寄与を図ることが担われてきた。そうした研究成果をベースに、これまで障害者

とは接点がなかった諸分野が知的障害者の余暇活動や療育方法への提案・提言を行い、

知的捧害者の可能性を高めていく研究を進める役割を進めていると整理できる。

知的障害者の生活環境は健常者に比較すると未だ限定的であり、職業・教育、行動範

囲、余暇活動等、日常生活全ての場面で選択肢が非常に限られ、制限が多い状況が続い

ている。そうした点を反映し、紹介した既往研究においては、知的障護者との余暇活動

に関わる課題として、「地域との連携Jがキーワードとして出現していたほか、知的障

害者を理解し、適切な指導を行える人材の育成・確保が示されていた。新しい視点での

知的障帯者への体験活動の提供が有効性を示す一方、こうした取り組みを持続的・発展

的に進めるには、地域の人々の参画や協力が欠かせないことが示されている。地域社会

とのつながり泣知的障害者の自立にとって重要な事柄の一つで、あり、知的障害者の家躍

生活、職場での生活だけではなく、余暇活動においても重要な位置づけを占める。ただ

し、研究者自らが地域の人々と知的障害者との橋渡しを行いつつ、告らの研究を推進す

る形式での敢り組み辻未だ見られず、事例・実践的研究を進めることにより、地域と知

的障害者との結びつきの構築や展開を検証する必要が高いと考えられる。また、こうし

た研究の実効性を高めるには、これまで刻々の視点で知的障害者へのアプローチを進め

てきた各研究分野による横断的な取り組みのもとに、新たな研究を進めていくことが必

要と考えられる。
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表-1 既往研究一覧

領緩年度 著者 内容 綴喜喜

1975 恥器chela c 健審者へのインターブリテーション技術
1989 Burgess A 地方・地縁夜金の擁害者のレクリヱーション

1宮古1
Bullo君主

A 地続投会への障害者の復綴統合のためのレクリヱーションプログラム∞.et.al 
1991 Kellera A 高齢鎖的障害者のためのレクリヱーションによる社会統合プログラム

1関3 宮 JIIら c 中学校特殊学級での余媛指導
1995 61謹usier.et.al A 高齢の知的障害容のレクリヱーションへの繕好

2 1997 Jこ僚ら E 山林活動が精神発達障害者の援曹に及ぼす効集

19錦 若松ら s 自問療の子どもに対する料理活動
2 1999 上原 主 森林療法の構築Iこ求められる諸条件

2 忽削 上様 モ 森林E譲渡の医療・梅4量約科用の事例と必要な条件

2 忽lOla 上原 E 森終を活用したカウンセリング活動

2 2∞1b 上原 E 康問症療湾施設での森林を滋閉した療育活動率例

2 2∞1c 上原 E 自閉症療湾施設での森林を活用した縫育活動事例

2 2∞1d 上原 E 自閉症療育総書室での森林を活用した療務活動事例

2以)2 墨ら c 障害者への環境教育プログラムに取り緩む機関・施設の毒事例紹介
2∞s Aitchison A 障害者に関わる分野とレジャーに関わる分野の研究レビュー

2004 Findlay.et.al 。森林窓際におけるサイン計滋
2αM 審問 c 鱒筈児と鍍常児との野外体験を通じた交流
忽ぬ4 丸山 c 社会教育の視点による重度知的障害者の余暇保箆
2α)5 狩谷 A 日本・スウェーヂンの比較による高齢者・障害者の余畷活動

2 2α)5 中村ら E 知的障害者施設の自然科用プログラムの実態

2 公腕 薬濠 D バリアフリ→育報開ま誌の状況

2α}告 陶山 B 障害者スポーツの動向

2 2α}告 上原 E 森林療法の可能性

2∞7 長谷川 B セラピューティック・レクリヱーション

2∞s 細谷 A 知約棒害児・者の緩食形態からみた余療活動の実態・支援機関の機能

公lO8 三谷 c 障害のある子どもたちとの社会教育活動
2∞a Burns.et.al A 地方・地域在住の障害容のレクリエーション
2∞s 鴎谷ら s 霊度知的障審者への療育約関芸活動の実銭
2011 今井 A 緩皮知的障害者へのグループホームにおける余暇支援

2011 林ら s 写真撮影を取り入れた知約降客者への療湾活動の効果
初11 富永ら c 知的障害高等特期支援学校におけるE譲渡教育
初12 平井 8 知的樟害者に対する管楽療法とその辞儀

2 2012 杉原ら F 生化学結線による思議活動の効巣検証

領域 1医療・徳社・教務 2森称科学・造題学・留薬学

内容 Aシステム B 作業療法の効果 C 教溌現場と余緩支緩 D 森林~腐のバリアフリー
正森林滋・森林作業の効果 F翻芸活動の効祭

2)既往研究と本研究との関連

本研究は、既往研究において示した 1990年代後半から取り組まれている上原ら・上

原による一連の研究(上原ら， 1997上原， 2001b上原， 2001c，上原， 2001d) 26)30)31)32)、並び
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に、近年取り組まれている余暇活動への作業療法の導入・効果の検証を試みた一連の研

究(長谷川，2007鳴谷ら，2011平井，2012林，2011若松ら， 1998) 4)22)5) 13)34)との関連性が

強いと位霞づけられる。

上原ら・上原による研究では、知的障害者と山林作業・森林でのレクリエーションと

の関係性のモニタリングから社会への適応機能を獲得していく知的障害者の様子が明

らかにされ、山林作業やレクリエーションによる効果が実証されている。本研究は、上

原らよる研究で得られた森林による効果を知的障害者の他の生活場面に広めるために、

また、近年、そのあり方が模索されている余暇活動の充実にも寄与するために、余暇活

動を通じた「知的障害者j と「森林jの接点について考究を図るものである。知的障害

者の余暇活動では、スポーツ・文化芸術活動への敢り組みが既に本格化しているが、さ

らに、底療を含めた社会からの理解・啓蒙が重要である(隣山，2006)2九

余暇活動としての森林と知的障害者とのふれあいに関しては、実践とモニタリングを

講じた詳締な研究は、前記した上原による成果があるのみで、他に研究事例が見られな

い。また、本研究では余暇活動が地域で誼われることを規点に入れ、知的障害者への森

林活動を施設外部からの支援によって進めることを想定している。このため、知的障害

者と向き合った経験がない人々に、知的障害者への理解を深めてもらうための知見を示

すことを目的に、森林体験活動の実践を継続して進め、そこから得られたデータ分析に

よって、知的障害者の森林体験活動の向上のための基礎条件を提示することを目指す。

また、活動の実践にあっては、新たな体験の提供により知的障害者の可能性を広げ、

高める姿勢が求められる。このためには、余暇活動への作業按法の導入・援用が必要不

可欠な研究手法となる。

既往研究における蘇林からのアプローチが自中活動(施設での仕事・労働)を主体とし

たもので、あったのに対し、本研究では余暇活動をテーマとした点、また、余暇活動にお

いては地域等との連携が不可欠となるが、こうした課題の解決への関与を考慮を困る点、

さらには、楽しみや知的障害者の可能性の向上を爵指すために森林にちなんだ新しい体

験の提供を図る点が、既往研究を踏まえた本研究において新たに検討される発援事項で

ある。
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第3章 知的障審者の余暇活動・森林体験活動へのニーズ

知的障害者が抱える障害の状況・社会生活における課題は多様である。そのような状

況下、果たして、森林体験活動は揺祉関係者から必要性を認められているのだろうか。

本章では、こうした持論的視点に立ち、福祉関係者の森林体験活動への意識を明らかに

するため、障害者施設を対象としたアンケート調査から、森林体験活動へのニーズを明

らかにする。本章においては、 2002年度に筆者ら実施したアンケート調査記録の集計・

分析結果を述べ、小活において余暇活動・森林活動へのニーズをまとめる。

1 .樺害者施設が求める森林体験活動のニーズ

1 )単純集計・施設震性による要望の相違

(1)調査の背景

障害者基本法(第三条第二項)において段、「全て障害者は、社会を構成する一員とし

て社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。Jと

の条項があり(内関府，2012)ω、障害者は社会のあらゆる分野への参加機会が与えられ

ることが法的に保証されている。余暇活動を通じて生活範留の拡充を鴎ることは、社会

参加への発展にもつながることから、障害者にとって非常に重要な意義を持つ。

しかし一方で、障害者には社会参加を組む様々な「障壁jとなる事柄も多く存在する

(総理府， 1996)同。障害者の社会参加を阻む「障壁j としては f物理的障援Jr制度的な
障壁Jr文化・靖報面での輝壁Jr意識上の障壁jの4点が挙げられている。障害者によ
る森林利用においては物理的な障壁の撤療を毘指すことが第一義的な取り組みといえ

るが、障害者による森林利用を促進するには、障害者にとって障壁となり得る事柄を、

制度、文化・情報、意識等、多角的観点から検討した施策展開が必要であると考えられ

る。以上の点より、障害者のための森林活動について検討を進めるには、揺祉関係者の

森林活動への考え方や実擁の実態、森林活動にあたっての要望事項に関する靖報が必要

である。しかし、こうした事柄が研究対象として取り扱われた事例は少なく、未だ惜報

が不足している。このようなことから本宣言では 2002年に筆者らが北海道内の障害者施

設(以下、施設と呼ぶ)を対象に実施したアンケート調査記録を分析することにより、 1)

施設状況の違いに基づく森林活動への要望事壌の差異を明らかにするとともに、 2)障害

者のための森林活動実施を促進するための方策について述べる。

アンケート課査記録は 2002年度に実施されたものであり、本研究との関には時間の

踊たりが存在する。しかしながら、 (1)開一地域の障害者施設を網羅し、森林や森林活

動へのニーズ、を尋ねた調査事例は希少である点。 (2)障害者の余暇活動は現在において

も芸術文化活動(厚生労働省，2008)8)やスポーツが主体で(安井， 1999)却、「森林や自然と

のふれあいJを取り上げた調査事例は存在しないことから、本アンケ…ト調査記録は障

害者のための森林活動のあり方に関する知見を得るため、分析に値するものと考える。
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(2)アンケート欝査ぬ実施経過"設問・分析方法

分析に用いたアンケート調査記録は、森林活動に対する施設側のニーズの有無を探る

ために筆者らが2002年に実施したものである。調査禦に掲載した質問を表-1に示す。

表-1 アンケート調査に掲載した費問

質問のテーマ 設定の目的

1 .施設濁辺の森林の状況 施設周辺の8然環境に
隠する情報を収集する

2.森林を活用した療育活動や 総数側の森林活動への
利用者の選外活動 関心の度合いを知る

~J淘者のための森林活
動の実態把復制Tう

3.森林活動の促進 隊審者のための森林活
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質問の内容

Q 1 森林の係者逮休養機能そをご存じでしたか?
Q 2施設長男波はみどりや森林iこ葱まれていますか?
Q3施設周辺のみどりや森林はどんな場所ですか?
Q4その場所までの徒歩による所要時間は?
Q5施設周辺にあれば良いと考える森林は?

Q6森林を活用した療育活動をご存じでしたか?
Q7森林を活用した療資活動に競心がありますか?
Q8施設では獲外活動委実施していますか?
Q 9 ~健絡んている獲外活動の内務唱をおしえて〈だðい
Q10 慶外活動のうち，森林で喜怒施しているものは?
Q11森林で災絡している活動の内容をおしえてくだ窓い
Q12 1年に森林活動を符固くらい実施していますか?
Q13森林活動に番参加される利用者数，ス少yフ数I;J:?
Q14森林浴勤時の移動手段は?

Q15森林を利F号する跨に配慮が必要と思われる事柄は?
Q16森林活動を実施する場合iこ関媛たなる事柄Iま?
Q17森林や自然どのふれあいの効燃は?
Q18森林利用支援に緊怒伎の蕊い纂績は?

Q19森林，森林郁j照などlこついて臼頃考えていること

利用番数，磯良総数，夜緩和j用者の指導にあたる職員数，

利用者の隊容の状況，施設の穣猿

質問段、対象とした施設周辺のみどりや森林の状況把握を目的に設定した rl.施設周辺

の森林の状況J(Q1 ~Q5) 、施設側の森林活動への関心の有無や取り組まれている森林活

動の状況把握を目的とした r2.森林を活用した療育活動J(Q6~Q14) 、障害者のための

森林活動の促進策に対する施設側の意向収集を目的とした r3.森林活動の促進策J(Q15 
~Q18) 、障害者のための森林活動や自然とのふれあい等についての意向や意見を自由に

述べてもらうことを目的とした r4.自由記載J(Q19)、アンケート調査への回答状況の

把擦を自的に設定した r5.擁設の概要J(施設の利用者数、職員総数、利用者の支援を
担当する職員数、利用者の!輸審状況、施設の種類〉で構成した。

調査票は2002年 11月に道内の施設に郵送して実擁した。施設の選定は北海道保健揺

祉部より 2002年 4月現在における北海道内の施設一覧表(以下、一覧表と呼ぶ)の提

供を受けて実施した。一覧表の各擁設の所在地に着目し、間一撞設への重護送付が生じ

ないように整理集約した 407施設に調査票を郵送した。

自答の分析方法は、最初に、調査票に記載された回答を単純集計して、雲間ごとに設

けた選択肢への度数分荷と比率を算出した。また、本研究の目的である 1)施設状況の

違いに基づく森林活動への要望事項の差異を明らかにするとともに、 2)障害者のための

森林活動実施を促進するための方策の検討を達成するために、 (1)自的達成に叶う施設購

性と設問への屈答の選定、 (2)両者間でのクロス集計表の作成、 (3)統計手法の適用による
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有意性の有無の検討のIf[震で行った。なお、クロス集計表には、観測度数に 10以下の項目が

見られた場合は直接確率計算で、また、各項昌が 11以上の場合にはカイ二乗検定を適用し

た。さらに、カイ二乗検定において有意性が認められた組み合わせについては調整された

残差(以下、残差と呼ぶ)を算出し、クロス集計表の中のどの項目がその有意性に貢献した

かを判定した。

研究目的の「施設状況の違いjが意味する状況を表す要因として、施設の規模、施設

職員による支援体制、利用者の障害の状況が考えられる。これらを反映する施設震性と

して、ここでは、利用者数、職員一人当たりの利用者数、身体に陣犠がある利用者の在・

不在を取り上げた。これら各要因設定の枠組みと、分析の際の類型区分を以下に示す。

①科用者数

利用者数の相違はそこに配置される職員数や利用者の生活スケジューノレといった施

設の運営体制に関連をもたらすことが想定され、余暇活動の一環として行われる森林活

動に与える影響は大きいと考えられる。この点、を踏まえ、利用者数については北海道保

鍵福祉部より提供を受けた施設の一覧表にある各蕗設の定員から平均値を求め、施設属

性の質問にある利用者数への回答との比較から、平均値以上の利用者がいる施設を f利

用者数が多い施設j 、平均鍍未満である縮設を「利用者数が少ない施設j として区分

した。

②職員一人当たりの利用者数

知的障害者施設での余暇活動に係る先行研究においては、利用者による芸術・趣味・娯

楽活動の時間や内容などは、これを支援する施設職員の体制に影響を受けることが指摘

されている(安藤， 1992)九また、東京都内の知的障害者更生施設における自然体験プロ

グラムの実施状況に関する研究では、内挙手が単純なプログラムに比較して、細かな指導

が必要なプログラムは、指導者一人当たりに対する参加者の数が少なくなり(中村ら，

2005)ω、森林活動への施設職員の体制は大きな影響を与えると想定される。以上より、

職員一人当たりの利用者数については、擁設属性の設間にある、施設の利用者数を利用

者の指導に直接あたる職員数で除して平均値を算出し、平均値以上の状況にある施設を

f職員一人当たりの利用者数が多い施設j、平均値未満である施設を「職員一人当たり

の利用者数が少ない施設j として区分した。

③身体に障害がある利用者の在・不在

障害種の違いは、各事j用者に重点を置くべき支援内容に相違をもたらすことが予想さ

れる。例えば、身揮者の中の肢体不自由者は上下肢や体幹に永続的な機能障害を有する

ことから、 ADLに関わる支援が重要である。一方、知的障害者は、知的機能や適応機

能の障害が発達期に生じる(箆回ら， 1998)6)ことから、生活行動全般(コミュニケーショ

ン、身辺処理など)を支援することが重要である。森林レクリェーションはその内容に

より、森林内での保養・休養を主体とする「静的活動Jとスポーツや自然観察、体験・

参加など、積極的に森林に働きかける「能動的活動Jに分けられる(宮林， 1993)ω。そ
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れら各場部では、日常生活動作や適応機能を高度に用いることが必要であり、利用者に

求められる支援事項は障害の種類により異なることが予想される。以上の点から身障者

の在・不在については、障害種への回答に基づき、利用者の棒容が身体障害だけである

施設、並びに、身体障害と知的鰭害を併せ持つ利用者がいる施設を f身棒者在j とし、

利用者の障害が知的障害だけである施設を「身障者不在Jとして区分した。

④設問への回答の選定

仮説に提恭した項目を踏まえ、クロス集計の対象となる設問は、森林を活用した療育

活動への関心の有無(Q7)、森林活動実施の有無(Q10)、森林公園への配慮要望事項(Q15)、

森林利用支援に緊忽性の高い事柄(Q18)とし、これらに指定形式でもれなく田答してい

る擁設を選抜した。なお、取り上げた設問項目のうち、 Q15、Q18は、回答形式が複数

回答であることから、各選択肢を f選択j した施設と「非選択Jで、あった施設に区分し

て集計した。即ち、各選択肢を選択した施設群は、非選択であった施設群に比較して当

該項居に関心が高いと判断することができる。以下、取り上げた設問項目ごとの其体的

内容と，分析の際の類型区分を述べる。

i.森林を活用した捺育活動への関心の有無(Q7)

Q7は、「皆様は、『森林を活用した療育活動Jに関心がありますかj としづ設問で、
選択肢は「関心があるJi関心がないJiわからないJiその抱Jの4項目を設定した。

分析対象には f関心があるj と f関心がないj と関答した施設を抽出し、「その他Jを

選択した施設についてはその具体的記載事項から関心の有無を判別して抽出した。また、

「わからないj と回答した施設は分析対象から除外した。

ii.森林活動実施の有無(針。)

QIOは、「皆様の誼設で実施されている屋外での活動のうち、森林で実施しているものは

ありますか」という設問である。選択鼓は、 f実施しているものがあるJ、「実施しているも

のはなしリ、「わからなしリを設定した。分析は、実施しているものが fあるJと回答した

施設と実擁しているものが「ないj と回答した施設を抽出し、「わからないj と回答した施

設は分析対象から除外した。

i ii .森林公罷利用時の龍E重要望事項(Q15)

Q15は、「皆様が森林公開などをご利用瑛く特に、利用者の方々のために配患が必要

と思われることはどのようなことでしょうかJという設問である。選択肢辻「路面状態j、

「段麓J、「傾斜J、「トイレの不足J、「点字ブロック未設壁Jなど 14項目を設定した。

分析には 14項呂のうちで、回答比率が高かった「路面状態J、「段差j、「額斜J、「トイレ

の不足Jを用いた。

iv.森林活動促進の条件 (Q18)

Q18は、「障害者の森林利用の支援として、緊急性・必要性の高い事柄はどのような

ことですかjという設酷である。選択肢辻、 f障害者に配慮した施設づくりJi障害者の

活動を支援するボランティアの設置日韓害者の森林体験を支援するプログラムづくりJ
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「障害者と健常者の交流の機会づくりJi福祉関係者と森林林業関係者の交流・情報交

換Jを設定した。分析に詰回答比率が高かった「障害者に配産した施設づくり」、「障害

者の活動を支援するボランティアの設置J、「障害者の森林体験を支援するプログラムづ

くりJを用いた。

(3)調査の結果

①遮送状況と適合度検定

調査票を郵送したところ 192撞設から回答の返送があった(回収率42.7%)。一覧表

の施設を身体、知的、障害児に分類して相対度数を求め、これに返送施設の総数を乗じ

て期待度数を算出し、適合度検定を適用した。算出されたカイ二乗値はカイ二乗分布表

の値よりも大きく (p<O.Ol)、母集関(道内全体の施設種別数)と標本(返送された施

設種別数)との比率には統計的に差が認められないと考えられた。

②単純集計

単純集計の結果の概要を表-2に示す。

施設の概要に関する回答結果では、擁設種は知的障害者の施設が最も多く 69.8%、

次いで身体障害施設が 13.5%、障害児の施設が 13.0私であった。また、利用者の障害

種(複数回答)は、知的障害が最多で 67.7%、次いで、知的障害と身体障害を併せもつ

利用者(以下、重楼障害と呼ぶ)が 32.3%、身体障害が 17.2%であった。さらに利用

者数と職員数は、利用者数では40'"'-'59人とする施設が 29.7%と最多で、以下、 20'"'-'39

人 (25.0%)に対し、職員数は総職員数、利用者の支援に直接あたる職員数共に 1'"'-'19 

人とする回答が最も多かった。

iQ1.森林の自然とのふれあいの場になるはたらきをご存じでしたか。j には 81.8% 

の施設がf知っているjと回答し、 iQ2.皆様の施設はみどりや森林に恵まれていますか。」

についても 79.2%の施設が肯定的回答を示した。施設周辺の様子を具体的にたずねた

句3.擁設罵辺のみどりや森林はどんな場所ですか。jでは「公障の森林J(43.2%)、「ま

とまった大きな森林J(39.6%)、「防嵐林や緑道J(25.4%)、「社寺林J(24.5%)が多

く、 iQ4.その場所は擁設から徒歩でどれくらいの時間ですか。Jについては、最短が「施

設敷地内の森林jの5.3分、次いで f防風林や緑道jの7.3分となった。さらに、 iQ5.

擁設周辺にあれば良いと考えられる森林はどのようなものですか。jでは、「遊具や芝生

広場がある森林Jが60.4%と最多で、次いで「スポーツ施設がある森林jの44.3%が

多かった。

iQ6.森林を利用した療育活動をご存じでしたか。jに対しては、 F知っていたJとした

施設が 51.6%であったのに対し、 f知らなかったjとした施設は46.4%で、あった。また、

こうした取り組みへの関心の宥無を尋ねた iQ7.森林を利用した療育活動に関心がおあ

りですか。」には77.6%の擁設が「関心があるJと冨答した。

各施設での屋外活動(森幹活動のほか賢い物や旅行など擁設の外で過ごす活動)の実

施の有無を尋ねた iQ8.利用者のための屋外活動を実績していますか。Jとその内容を尋
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表-2 単純集計の結果の概要

Q 1 知っている 81.8% Q11 施設閣辺の散歩 63.3% 

知ちない 16.7% 遠足 43.5% 

Q 2 肯定的回答 79. 29-も Q12 2-3ヶ月!こ1由 26.2% 

否定的自答 20.3% 月に11ID 22.7% 

Q 3 公箆の森林 43.2% Q13 利用者 1-19人 33.6% 

大きな森林 39.6% 20-39人 32.9% 

Q 4 敷地内の森林 5. 3分 きi率者 。-19人 69.2% 

前風林 9. 6分 20-39人 23.8% 

Q 5 遊具や誌場 60.4% Q14 施設所有の車両 87.2% 

スポーツ施設 44.3% 貨切パス 24. 49-色

Q 6 知っている 51.6% Q15 トイレの不定 49.5% 

知ちない 46.4% 圏内の段差 43.2% 

Q 7 関心がある 77.6% Q16 施設職員の不足 42.2% 

関心がない 4.2% 構報の不足 18.2% 

Q 8 全員 62.5% Q17 楽しく過ごす 80.7% 

参加宵能 26.0% ストレスを発散する 64.1% 

Q 9 施設閣辺の散歩 70.9% Q18 施設のバリアフリー化 75. 09-も
旅行 64.5% 体験プログラムの整錆 56. 89も

Q10 ある 85.5% 

ない 11.6% 

ねた rQ9.実施している屋外活動はどのようなものですか。Jには、全体の 62.5%の施

設が f全員を対象に実施j、26.0%の撞設が「参加可能な利用者を対象に実施j と屈答

し、内容では「施設周辺の散歩J(70.9%)、「旅行J(64.5%)が多かった。また、森林

活動実施の有無を尋ねた rQ10.屋外活動のうち森林で実擁している活動はありますか。j

とその内容を尋ねた rQ11.実施している森林活動はどのようなものですか。Jには、全

体の 85.5%の施設が「ある」と問答し、内容では f施設周辺の散歩J(63.3%)、f遠足j

(43.5%)が多かった。さらに、森林活動の実施頻度を尋ねた rQ12.利用者が森林とふ

れあう活動を保田くらい実施していますか。jには r2""3ヶ月に 1間J(26.2%)、r1年

にl囲J(22.7%)とする回答が多く、活動に参加する利用者数、職員数を尋ねた rQ13.

森林や自然とのふれあい活動への参加人数は何人くらいですか。」では、利用者が rO
"" 19人J(33.6%)、r20""39人J(32.9%)、職員も問様に r0"" 19人J(69.2%)、r20
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'"'-'39人J(23.8%)が多かった。加えて、森林活動実施時の移動手段を尋ねた rQ14.森

林や自然とのふれあい活動に用いる移動手段は何ですか。Jには、 82.7%の描設が「施

設所有の車両j と回答し、次いで 24.4%の施設が「貸し切りパス」と回答した。

rQ15. 森林公園などの利用時に必要な記長議事項は何ですか。 j には、 r~章害者用トイレ

の不足J(49.5%)、「段差J(43.2%)が多く、 rQ16.森林や自然とのふれあい活動実施

に問題となる事柄はどのようなことですか。Jには、「施設職員の不足J(42.2%)、「森

林公園などに関する構報の不足J(21. 9%)が多かった。また、こうした森林での活動

の効用についてたずねた rQ17.利用者が森林で過ごすことによる効用は何ですか。jに

は、「開放的雰囲気の中で楽しい時間を過ごしてもらうJ(80.7%)、「体を動かしてスト

レスを発散したり体を鍛えるJ(64.1%)が多く、「効用はないjと回答した施設は見ら

れなかった。 rQ18.障害者の森林利用促進に求められる事柄はどのようなことですか。j

には、「障害者に配慮、した擁設づくりJ(75.0%)、「森幹体験を支援するプログラムづく

りJ(56.8%)が多かった。

③施設題性と設問への自答の集計結果

i.議林活動への関心の有無(07)・森林活動実施の有無(010)

表-3に検定結果と残蓋の算出結果を恭す。森林活動への関心の有無(Q7)については

施設属性の各項障との間に有意な関係性は認められなかった。一方、森林活動実施の有

無(Q10)については、職員一人当たりの利用者数との間に有意な関係性が認められた(カ

イ二乗検定:p<O. 01)。残業を算出したところ。一人当たりの利用者数が多い施設は森

林活動を実施しているとする回答が多く、これが少ない施設では森林活動を実施してい

ないとする回答が多かった(I残差 r=2.64: p<O. 01)。

表-3 関心の有無(07)・活動実施の有無(010)

療苦言活動
への総心

森林活動
実施の有無

島署Jf>あり

関心なし

E尾総あり

5陸総なし

少

49 70 

1 6 1 6 

47 73 

1 8 1 3 

0 草著書量殺 * * pく0.01 * 担<0.05

p 

ns 

ns 

少

3 1 

9 

26 

{ー2.64)

1 4 

(2.64) 

隊員一人翁 身隊者

利用者数 宅E'不在

多 p モE 不在

88 

ns 

23  

94 

(2.64) *ホ

1 7 

(-2.64) 

56 自3

17 1 5 

58 62 

1 5 1 6 

O -t!ルの隠答教が10以下の場合iま11後確率計算.11以上の場合Iまカイニ重量検定を適用
。カイ二重量後定を適用した緩み合わせのうち奪窓性が認められたものは書調整された残塁塁を算出
o ( )肉の重量健:溺獲された残塁豊
。言語獲された残塁塁の草著書憲性 I残塁塁 I> 1. 96→ pく0.05 残塁塁 1>2.58→ Fく0.01

ii.森林公盤利用時の酷藤要望事項(015)

p 

ns 

ns 

表-4に検定結果と残差の算出結果を示す。散策路・闇路の路面状慈は身体に障害の

ある人の在・不荘との間に有意な関係性が認められた(カイ二乗検定:p<O. 01)。残差
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を算出したところ、身体に障害のある利用者がいる施設において本設問項目を選択する

施設が多くなる結果が得られた(I残差 i口3.64: p<O. 01)。
散策路・圏路の段差は利用者数(カイ二乗検定:p<O. 05)、身体に障害のある人の在・

不在(カイ二乗検定:p<O. 01)との聞に有意な関係性が認められた。残差を算出したと

ころ、利用者数が多い施設(I残差 I=2.54 : p<O. 05)や身体に障害のある利用者がい
る施設(I残差 I=3.80 : p<O. 01)において本設問項呂を選択する施設が多くなる結果
が得られた。

表-4 森林公爵利用時の龍議要望事項

利用者数 職員一人当利用翁数 身隊幸雪モE'不在

少 多 p 少 多 p モE 不在 F 

選択 28 42 1 9 51 45 25 

路街 ns ns (3.64) (-3.64) 

** 
非選択 37 44 21 60 28 53 

(-3.64) (3.64) 

22 47 1 6 53 45 24 
選択 (-2.54) 忽.54) (3.80) ト3.8ω

段差 * ns 
** 非選択 43 39 24 58 28 54 

(2.54) (時2.54) (-3.80) (3.80) 

選択 1 8 35 
1 7 36 38 1 5 

(4.泣} (-4.2お

傾斜 ns ns 

** ~~選択 47 5 1 23 75 35 63 
(-4.22) (4.22) 

27 50 1 4 63 46 31 
選択 (-2.02) (2.02) (-2.36) 包.36) (2.86) ト2.8紛

トイレ
* * ** 3字選択 38 36 26 48 '2.7 47 

(2収) (-2. 02) (2.3事} (輸2.36) (-2.86) 包 86)

0有議後，検定の方法、観撃された残撃については褒.-3と湾総

障害者用トイレの不足は利用者数(カイ二乗検定:p<O. 05)、職員一人当たりの利用

者数(カイ二乗検定:p<O. 05)、身体に障害のある人の在・不在〈カイ二乗検定:p<O.Ol)

との関に有意な関係性が認められた。残麓を算出したところ、利用者数が多い施設(I 
残差|口2.02: p<O. 05)、職員一人当たりの利用者数が多い施設(I残惹 i口2.36: p 
<0.05)、身体に障害のある利用者がいる施設(I残差 I=2.86: p<O. 01)において本設
問項毘を選択する施設が多くなる結果が得られた。

iii.森林活動提進の条件(Q18)

表-5に検定結果と残差の算出結果を示す。「障害者に配躍した施設づくりjは利用

者数(カイ二乗検定:p<O. 05)、職員一人当たりの利用者数(カイ二乗検定:p<O. 05)、

身体に障害のある人の在・不在(カイ二乗検定:p<O. 01) との間に有意な関係性が認
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められた。残差を算出したところ、障害者iこ配臆した擁設づくりと利用者数では、利用

者数が多い擁設にこれを選択する施設が多く、利用者数が少ない擁設ではこれを選択す

る施設が有意に少ない結果が得られた(I残差 I=2.32 : p<O. 05)。また、障護者に配
醸した施設づくりと職員一人当たりの利用者数では、一人当たりの利用者数が多い施設

にこの事項を選択する施設が多い結果が得られた(I残差 I=2. 23:p<0. 05)。さらに、
陣害者に配醸した施設づくりと身体に障害のある人の在・不在との組み合わせでは、身

体に障害のある利用者がいる施設にこれらの事項を選択する施設が多い結果が得られ

た(I残差 I=2.61 : p<O. 01)。

施設
づくり

少

43 
選択

{叩2.32)

22 3事選択
(2.32) 

選択 26
*ラン
ティア
非選択 40 

選択 23
プロ
グラム

す 券選択 42 

表-5 森林活動使進の条件

利用者数

多

71 
(2.32) 

16 
ト2.32)

40 

46 

38 

48 

p 

* 

ns 

ns 

務員一人当利用者数

少 多

26 89 
(-2.23)α.23) 

16 22 
(2.23) ト2.23) 

1 9 46 

21 65 

28 62 

1 2 49 

p 

* 

ns 

ns 

0 有意性，検定の方法、観整された残援については褒-3e問様

身障者夜・不在

在 不在

62 
(2.61) 

1 1 
(-2.61) 

62 
{ー2.61)

26 
(2.61) 

26 39 

47 39 

37 53 
(-2.16) (2.16) 

36 25 
(2.16) (-2. 16) 

p 

** 

ns 

* 

一方、 r~章害者の森林体験を支援するプログラムづくり j は、身体に障害のある人の

在・不悲との簡に有意な関係性が認められた(カイ二乗検定:p<O. 05)。残差を算出し

たところ、身体に障害のある利用者がいない施設にこれらの事壌を選択する施設が多い

結果が得られた(I残差 I=2. 16 : p<O. 05)。
(4)研究自擦に欝する検討・考察

本研究の目的である、施設状況の違いに基づく森林活動への要望事項の差異と障害者

のための森林活動実施を促進するための方策の検討を進めるには、①森林での療育活動

への関心と各施設の属性の関係性、②森林活動の実施状況と各施設の属性との関係性、

③森林内の諸設備(ハード面)への要望と身体障害を持つ利用者の存在との関係性、@森

林活動促進に係る条件と施設属性の関係性について検討を行うことが適切と考える。以

下、上記4点に関して検討・考察する。

i.森林を活用した擦寄活動への関心と骨施設の購性

本項目は、単純集計並びに表-3の結果から検討・考察が可能である。議林活動への

関心の有無(Q7)については、単純集計において 77.6%の施設が「関心があるj と圏答
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しており、さらにクロス集計表を用いた分析においても施設鵜性の各項院との問に有意

な関係性は認められなかった。よって、本アンケート調査記録においては対象とした施

設からの森林を活用した療育活動への関心は高く、森林を活用した療育活動への関心は

各施設の属性に関わらず高いと考えることができる。

ii‘森林活動の実施状況と各施設の震性との関係性

本項目は、単純集計並びに表-3の結果から検討・考察が可能である。

森林活動の実擁の有無(QIO)については、屋外活動を実施している施設(88.5%)のう

ちの 85.5%、即ち、全体の 75.7%の施設が森林活動を実施ありと回答していた。しか

し、クロス集計表を用いた分析においては、職員一人当たりの科用者数と森林活動との

実施状況との簡に有意性が認められ、特に、 職員一人当たりの利用者数が少ない施設

では森林活動の実施が少ないことが示唆されたことから、森林を訪れる活動の実施状況

は、施設の属性と関係性を有すると考えることができる。

iii.森林内の諸設備(ハード笛)への要望と身体樟害を持つ利用者の帯在

本項目は、表-4の結果から検討・考察が可能である。

クロス集計表の分析結果では設陪項混として提示した f路面状態Jr段差Jr傾斜Jrトイ
レの不足jの各項目において身体に障害のある利用者がいる施設からの要望が有意に多か

ったことから、森林内に整議されている諾設備への要望は身体に障害のある科用者がいる

施設においてより高いと考えられる。

iv.森林活動促進に係る条件と施設麗性の関保性

本項目は、単純集計並びに表-5の結果から検討・考察が可能である。

障害者の森林利用促進に求められる事柄(Q18)には、単純集計では「障害者に記醸し

た施設づくりJが 75.0%と最多で、あった。しかし、クロス集計表を用いた分析におい

ては「障害者に配慮した施設づくりJの設問項目は、利用者数、職員一人当たりの利用

者数、身体に障害がある利用者の在・不荘との関に有意性が認められたが、「障害者の

森林体験を支援するプログラムづくりjにおいては、身体に障害のある科用者がいない

施設(即ち、利用者の陣容が知的障害だけの施設)にこれらの事項を選択する施設が有意

に多い結果が得られたことから、障害者のための森林活動の促進に求められる条件は、

施設が療育を行っている科用者の障害の状況等に応じて異なると考えられる。

(5)総合考繋

既往研究(第2霊堂〉においては、知的障害者擁設における森林作業の効果として利用者の

身体能力やコミュニケーション能力の向上、精神的状態に落ち着きがもたらされたこと、

生活リズムの向上・改善などの有効性が示されていた。本調査記録に回答を脊せた擁設に

は知的障害者施設が多かったが、知的障害は「配憶、推理、判断などの知的機能の発達iこ

有意な遅れがみられ、社会生活などへの適応が難しい状態J(文部科学省， 2012)∞と定義づ

けられ、その課題は、知的機能の発達の還れに起因する適応行動の悶難設と捉えられるこ

とから、こうした課題への効果が期待できる森林を活用した療育活動への関心が高まった
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ことが項目 iに採る結果の背景要悶と考えられる。

近年の撞害者施設においては科用者の障害の重度化が指摘され(朝貝ら，2003長谷部ら，

2005工藤ら，2007)2)3問、加えて障害者数自体も増加していることから(田口，2002)18)、科居

者に提供される福祉的サービスは多岐に渡り、多くの利用者を限られた人数の職員で支援

する状況が想定される。項目註の検証においては職員一人当たりの利用者数が多い施設に

おいて森林での活動をより多く実施しているとする結果が得られ、蒐設の状況と森林活動

の実施状況に一定の関係性が認められた。利用者数や身体の障害のある利用者の在・不在

との関には関連性が認められなかったことから、当該施設に共通する工夫や取組み、支援

体制などの構築によって森林活動が進められていることが考えられる。この点については

今後の課題としたい。

ADL(Activities of Daily Living)は、一人の人間が独立して生活するために行う基本的

かっ毎日繰り返される一連の身体的動作と定義され(千野ら，2010)1紛、 ADLスキルの低下は

障害者の荘宅での生活を祖害するなど、障害者の社会生活に大きな影響を与える事態であ

る。また、 ADLスキノレが向上することにより周囲の人たちによる介助の度合いは減少し、生

活上の自由度が拡大することから、障害者本人の生活の費 (QOL:Qualityof life)の向上

にもつながる(伊藤，2002)5)。さらに、外出先での支援や介助が円滑に成される配慮は障害

者本人の心理的負担を軽減し、外出を楽しむ「気持ちのゆとり j を生み出すことにつなが

る。項陸揃の背景要因としては以上の点が考えられるが、森林空跨の諸設備の向上は身体

に障害のある利用者にとってのみ必要'性が高いこととはいえない。なぜなら、知的障害の

場合にも協応動作等に課題を抱え、身体の巧綾控に問題を有する利用者が存在すること(伊

勢田，2003戸、家庭内では自立しているADLスキルが外出先ではできない自閉症児の事例(大

野呂，2005)1ωなどの報告があり、身体に障害のある利用者と同様、知的韓害者に対しでも

ADLスキノレに関わる支援や介助を行いやすい環境づくりが求められる。

森林活動を障害者のために広め、促進していくための方策としては「障害者に配慮、した

施設づくり jへの要望・関心が高く、この命題は基意的と捉えられる。しかし、森林活動

には、 f他者への思いやりJの基礎となる「自己表現・相互理解・協力・支援といった態度

の醸成J(向坊ら，2005)7)、rw想、像性・創造性・主体性・課題遂行能力・社会性・問題解決
能力』など豊かに生きていくために必要な感性やカJ(黒揮ら，2009)10)、「身体・生理的な効

用J(上原，2001)21)など、障害者の適応行動の発達促進に有効と考えられる場詣が含まれる。

これら各場面を楽しみながら経験するには、活動目的、テーマ、安全などへの配意が計画

的に施されたプログラムが有効であることから、特iこ、身体に障害のある利用者がいない

施設からプログラムの作成に関心が高まったことが項目 Nに係る結果の管景と考えられる。

先に示したノーマライゼーション思想の浸透とその後の施策展開により、障害者が健常

者と同様に社会参加を営むための動きが顕在化しつつあるところである。しかしながら、

森林を活用した余暇活動への障害者の参加促進を留るには、考察・検討で示した森林空間

のハードに係る課題(r物理的な障盤Jの撤麗〉や森林を楽しむためのソフトに係る課題(r文
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化・情報面での障壁Jの撤廃)のほか、森林空間に関する施設への構報提供、障害者への

正しい理解を持ち森林活動を支援する指導者の育成など、森林活動への参加を図る上で障

壁となり得る事柄を多角的に検討し、これらの撤蕗について検討を進める必要性が高いと

考えられる。

2.小揺

本章では、。施設状況の違いに基づく森林活動への要望事項の差異を明らかにすると

ともに、 2)障害者のための森林活動実施を促進する方策の検討を自的に、筆者が 2002

年度に実施したアンケート調蜜記録の集計・分析を行った。集計結果の考察・検討から、

①森林を活用した療育活動への関心は各施設の属性に関わらず高い、②森林を訪れる活

動の実施状況は、施設の蟻性と関係性を有する、③森林内に整備されている諾設備への

要望は身枠に障害のある利用者がいる施設においてより高い、④障害者のための森林活

動の促進に求められる条件は、施設が按育を行っている利用者の障害の状説等に応じて

異なる、とする結果が得られた。

これらの結果辻、施設傑の森林活動への関心の高さが示される一方、その実藤実態は

各施設の状況と強く関連していること、また、活動の促進策はADLを支援するハード面

の整備充実が基底的であるが、ソフトの充実も罰時に求められていることを示すものと

考えられる。特に、ハードやソフトの充実にはこれを担う人材が必要不可欠となるが、

この点については、上涼が指擁するように、森林の知識と同時にカウンセリングマイン

ドや障害者への理解・経験を有する人材が将来的に必要となるが(上原，2006)如、現時

点においては、森林林業関係者が障害者や施設関係者と共に森林に赴き、森林活動のた

めの森林の使い方や安全管理、森林を活用したプログラムに係る情報提供や実践を通じ、

障害者のための森林活動のあり方について共に考える取り組みを進めることが最も効

果的と考えられる。

個人避の問題を含めて考えた時に、利用者の障害の状況は単一・複数の場合を関わず、

非常に複雑であることは想像に難くない。こうした中で、多くの障害者施設が森林活動

に関心を示し、行事や時常を通じて実銭しているとする結果が本研究により得られた。

しかしながら、その実状は、年に数回程度の「行事Jrレクリエーションj として森林
に出かけることが未だ中心であり、森林やみどちに，恵まれた環境にありながら施設周辺

の森林が活用されていないとも捉えることができる。}詩辺に豊かな森林が存在しても、

1)地理地形的条件や所有権等の社会的要因から物理的に森林に入ることが難しい、 2)

敷地内に森林を所有しているがその活用が進んでいない、 3)施設利用者の障害が重いた

め安全管理の面から森林活動がためらわれる等、各擁設の状況に応じて森林活動が進ま

ない事情も多様であると考えられる。この点については、各施設周辺の森林やみどりの

状況とその利用に係る調査研究がさらに求められる。

施設職員は典型的なヒューマンサーピス従業者といえる。爵鎖的になりがちな施設で

の生活は利用者に大きな影響を与えるが、そうした環境の中、毎自を利用者と共に過ご
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す施設職員にも影響が及ぶことから職員が抱えるストレスも開題視されている(長谷部

ら，2005重岡，2008)3)16)。こうした点を踏まえると森林活動は、利用者ばかりではなく

施設職員の心身にも良い影響を与えることが副次的に期待できる。発達障害を抱える人

たちのための擁設職員を対象とした過去の調査事例においては、利用者と共に行う野外

活動(自然観察や森林浴など、岳然に積様的に親しむ活動)は利用者だけではなく職員

自身の気持ちゃ構緒にも長い影響をもたらすことが確かめられており (Ueharaet.al 

2000) 20)、職員の心身の改善を通じた利用者の処遇・療育の改善が図られることが期待

される。

以上の点を踏まえ、利用者を受け入れる森林にあっては、これまでに示した障害者福

祉サイドからの関心や期待を踏まえ、 ADLを支援する諸設備の質的・量的整備と共に

ソフトによるサ…ぜス提供のあり方について改善と充実を進めていくことが急がれる。

また、こうした課題は、障害者福祉と森林林業に係る問題とを合わせて考えなければな

らず、間関係者による交流や意見・情報の交換が必要不可欠である。

本調査の実施については、北海道保健福祉部並びに北海道内の障害者施設の皆様から

多大なるご協力を頂いた。ここに深く感謝の意を表する。
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